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建設産業政策会議の設置について 

 

１．趣旨 

 

○ 建設業については、これまで、人口減少・高齢化に伴う将来の担い手

不足を見据えて、担い手の確保・育成に向けた処遇の改善や生産性の向

上に取り組んできたところである。 

 

○ 特に最近では、社会保険の加入促進、建設キャリアアップシステムの

構築、i-Construction の推進に加え、昨年秋の基礎ぐい工事の問題を受

けた再発防止策の実施や構造的な課題への対応に取り組んでいる。 

 

○ 他方、近年、様々な分野でイノベーションが進む中、建設業において

も、１０年先を見越した場合、ＩＣＴ等の技術の進展により施工のあり

方そのものが大きく変化することが予想される。 

 

○ さらに、政府全体でも、生産性革命や働き方改革などの検討が進み始

めているところである。 

 

○ これらの状況を踏まえ、劇的な進展を遂げる AI、IoT などのイノベー

ション、確実に到来する労働力人口の減少といった事態を正面から受け

止め、１０年後においても建設産業が「生産性」を高めながら「現場力」

を維持できるよう、法制度はじめ建設業関連制度の基本的な枠組みにつ

いて有識者による検討を行う「建設産業政策会議」を設置することとす

る。 

 

 

２．スケジュール 

１０月１１日  第１回会議 

１２月２２日  第２回会議 

 １月２６日  第３回開催 

※以降、１～２ヶ月に１回程度の頻度で開催 

 来年６月頃目途   とりまとめ 
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法制度・許可ワーキンググループにおける 
今後の議論のポイント（たたき台） 

 

請負制度 

○ ＣＭなど、請負以外の契約形態への広がりを踏まえ、これらを建設業

法体系にどのように位置付けていくか 

○ 大手や中小の建設会社、公共・大手民間・個人の発注者など、多様な

受発注者が存在するなか、受発注者間（特に民民間）の契約に対する法

制度上の規律をどのように高めていくか。 

○ 建設工事の専門化、高度化の進展により、一定の重層下請構造が存在

するなか、品質確保等に関する元請責任のあり方をどのように考えるべ

きか 

○ 適正かつ円滑な施工を実現するため、設計と施工のあり方（設計の密

度、設計への施工者の関わり）やそれに応じた請負契約のあり方をどの

ように考えるべきか 

 

許可制度 

【許可制度の基本的な性格】 

○ 現在の建設業法では、大手・中小、兼業・専業などにかかわらず一律

の許可要件が課されているが、見直すべき点はないか（見直しに当たっ

ての切り口として何が考えられるか） 

 

【生産性向上】 

○ 営業所に専任で配置する技術者要件について、ＩＣＴの進展等も踏ま

え、見直す点はないか 

○ 生産性向上の観点から、許可申請時に必要となる書類について、 

簡素化すべき点はないか 

 

【働き方】 

○ 社会保険加入など処遇改善の観点から、現行の許可要件について、見

直す点はないか 

 

【地域の建設業】 

○ 地域の守り手として、地方建設企業が安定的に活躍し続ける上で、許

可の面で見直すべき点はないか 

○ 建設企業が事業承継を行うための環境をどのように整備するか 

 

【その他】 

○ 許可制度を見直す中で、経営業務管理責任者要件はどうあるべきか 

○ 建設関連業（ＣＭ等）について、制度上どのように位置付けるべきか 
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